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研究成果の概要（和文）：本研究は、問題領域ごとに検討されてきた様々な消費者問題において、通有するよう
な要素と、そこから理論的構築を目指すことを課題とした。消費者問題領域ごとの検討成果を公表することに加
え、「消費者」の概念、民事・行政・刑事の集合体による市場行動規範としての規制、消費者と事業者のコミュ
ニケーションを諸要素として、消費者法の将来像を検討する必要性を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study was designed to identify common elements in various consumer 
issues that have been examined in different problem areas, and to develop a theory among these 
elements. We have published the results of our studies on each of these consumer issues. It is 
necessary to consider the perspective of consumer law that making clear　concept of `consumer´, 
reviewing the regulation of market behavior by civil, administrative and criminal law, and creating 
a forum for communication between consumers and businesses.

研究分野：民法　消費者法

キーワード： 消費者契約法　消費者基本法　特定商取引法　消費者教育法　景品表示法

  ３版
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、多様で複合的かつ広域的に発生する消費者問題に対して、公法・私法の複数の分野を専門とする研究
者による、問題領域横断的な検討を行うことで、「消費者」のあり方、消費者教育、規制の対象や規制方法とい
った、消費者法制の将来像を検討するうえで重要な要素を明らかにした。これらの研究成果を論文等で公表する
ことに加え、消費者契約法や景品表示法等の諸法制の改正に対する提言も行った。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景  

 わが国の消費者政策が、従来の「弱者保護」の観点から、格差是正による「消費者の支援」の

思想に転換されて久しく、消費者契約法をはじめとする消費者関連法が制定・改正されてきた。

一方で、スマートフォンの普及をはじめとする著しい情報通信技術の進展や技術革新、少子高齢

化・国際化といった社会情勢の大きな変化の中で、消費者問題は極めて多様で、複合的かつ広域

的に発生することから、消費者政策が果たすべき役割は、ますます重要度を増している。さらに

は、市場原理が問い直され、国による支援の在り方も変化・多様化を余儀なくされたことにより、

環境や社会生活の公共的側面にも配慮する消費者像の追求や、消費者教育を通じた「消費者市民」

の育成が語られるようになってきた（平成 20 年度国民生活白書 2 頁）。 

 これに対し、先行する消費者法研究は、基本的に問題指向型であり、具体的な消費者問題や特

定の法制度ごとに、研究を深めるという手法で発展してきた。日々生起する消費者問題や消費者

事故問題に対する議論が重要なのは言うまでもないが、「幅広い分野で横串を刺して消費者の安

全・取引の適正化を図るために横断的な新法等の法体制」（河上正二・川口康裕・池本誠司「消費者

法の新たな地平を目指して＜鼎談＞」ジュリスト 1461 号 12 頁）の構築を検討する必要がある。 

２．研究の目的  

 消費者法制・消費者政策に通有する理論的視座の検討には、消費者問題・法制度など個別領域

ごとに行われてきた従来型の研究との連続性を保ちつつ、汎用的・包括的な理論基盤となり得る

要素を抽出する、という視点での検討が必要となる。 

 本研究は、将来的な消費者施策に重要となる①食品の表示と安全、②製品・不動産の安全、③

金融投資者保護、④電子通信事業、⑤クレジット取引と商取引法、⑥ビッグデータ等の利活用と

個人情報保護、⑦実体法としての消費者法の在り方、⑧地方消費者行政の活性化の領域という８

つの領域において、領域ごとに検討を行い、問題領域横断的な検討に向け、特定の問題領域に固

有の要素と、他の消費者問題に共通する要素とを峻別する形で、整理を行う。 

 それらを踏まえ、「消費者法制」としての共通要素や同一機能の検討を行い、消費者政策の汎

用的・包括的理論の構築に向けた要素として提示することを目的とする。 

３．研究の方法  

本研究は、当該問題を専門とする者と、その他の消費者法制を専門とする者で構成された問題

領域ごとの個別研究班に分かれ、実証的調査、裁判例の分析などを通じた現行制度の利点と問題

点の整理、諸外国との比較法研究を行い、問題領域ごとに議論の再整理を行う。再整理は、各問

題領域に固有の要素と共通する要素を峻別し、汎用的・包括的理論に向けた検討を行う。 

４．研究成果 

近時の科学技術の目覚ましい発展に伴い、消費生活の環境変化にも著しい変化が生じている。

製品は複雑かつ高度なものとなり、ビッグデータの利活用や ITを利用した各種の製品も家庭や

社会生活に浸透し、取引手段もインターネット取引の利用へと大きく変化し、支払手段も電子マ

ネー等を利用したキャッシュレス化が進展している。人口動態においても、少子高齢化が更に加

速し、高齢者や若年成人等をターゲットとする商品が喧伝・販売されている。「消費者問題」と

して意識されるものも、これに併せて重心を移しながら、新たな展開を見せている。現時点で、

なお流動的かつ発展的な消費者法に対して、共通の原理的観点からの体系化を実現することは

困難であり、なお現実の問題との対話を継続しながら、修正･具体化を図るほかないが、ひとま

ずの方向性についての総括を試みておきたい。 
 



f（１）「消費者」概念の広がり 

「消費者法」の外延は必ずしも明確ではなく、事業者対消費者（B to C)という従来型の枠

組みだけでは捉えきれなくなりつつあり、「消費(consumption)」、「消費する(consume)」という

表現はミスリーディングでさえある。今日の消費者法が対象としている領域から考えると、「消

費者」は「生活する個人」としての「自然人」そのものであり、いわゆる生活する人々の活動全

体が、投資・預金・教育・レジャーなどを含め、消費者法の対象となっているからである。かく

して消費者問題の展開は、事業者と消費者の情報･交渉力の構造的格差だけではなく、事物関連

的に拡大し、人々の生活における安全・安心に対する関心の広がりとともに進展している。 

「消費者保護基本法」(昭和 43[1968]年)から「消費者基本法」(平成 16[2004]年）への変化は、

明らかに、「保護の客体」としての消費者から、社会を動かす「主権者・義務者」としての「消

費者」像の要求、消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策の推進を図り、もって国民

の消費生活の安定及び向上を確保すること、消費者がより自立するための支援をする目的に移

行していることに留意しなければならない。少なくとも社会的行動としての「消費」について「自

ら考える消費者」にはならなければなるまい。 

他方で、生身の人間の「限定合理性」と「脆弱さ」への配慮、とりわけ、子供・高齢者・若年

者・障害者・外国人などの、知識・経験・判断力の不足や劣位・つけこまれやすい人間の「迷い」・

「依存心」・「不安心理」等への配慮等は、ますます必要となっている(谷みどり「『弱い消費者』に

関する海外の認識と対応」消費者法研究 2号(2017年))。いわば人間そのものの脆弱さを正面から捉え

る必要があり、特に「脆弱な消費者」（高齢者・若年者・障害者など）に着目したヨーロッパの

政策動向からは学ぶべき点が多い。無論、通常人であっても、商品の希少性・話題性・微妙な損

得感・曖昧な記憶・時間に追われての判断などによって、冷静な判断や選択が歪められることは

少なくない。その意味では、開示規制・不意打ち規制といった従来の情報アプローチにも限界が

あることを認識して、最低限のセーフティーネットを張っておくことが是非とも必要になる。 

今ひとつの注意すべき階層が「若年成人」である。2022 年 4 月に迫った「成年年齢引き下げ」と若年
消費者の保護・自立支援の問題は喫緊の課題となっている(河上「法律時評 成年年齢の引き下げと若年消
費者保護について」法時 89巻 2号 1頁以下[2017]）。これまで未成年者取消権で守られていた 19歳、18
歳の若者が、悪質事業者の新たなターゲットになるであろうことは容易に推測される。若者の消費者被

害の代表であるキャッチ・セールス、マルチ取引、理容美容整形等が、集団生活の緊密な高校にまで

広がることは、何としても避けねばならない。自ら口座を開設できるようになった若者のクレジット取引被

害にも注意が必要である。消費者教育が必要となることは言うまでもないが、消費者契約法や特定商取

引法等での手当が不可欠であり、2018 年消費者契約法改正で残された諸課題にも急いで取りかかる
必要がある。 
（２）対象・目的 

今日では、モノやサービスにおける安全・安心のみならず、情報商材や情報・データの流通・拡

散に伴うトラブルが増加している。消費者庁への消費危害情報の一元化や品質表示の一元化な

どが進む一方で、対応能力やきめ細かい措置を念頭に置いた類型的な個別的処理も求められる

ようになっている。さらに規制を実効性あるものにするために、様々な規制手段が動員され、そ

れらの最適な組み合わせが求められている。しかも、その規制目的は、単に消費者個人の被害救

済のみならず市場全体の適正化や不等な事業活動の抑止に向けられるようになった。消費者に

よる消費行動は単なる個人的行動ではなく、選択を通じて市場・社会環境に一定の影響を及ぼす

社会的行為とも考えられるようになり、環境問題を始め社会の在り方を考慮しなければならな

いことが強く語られるようになった(「倫理的消費」や「フェアー・トレード」への関心）。その



上、消費者といえば、これまで集団（マス）としての平均的・合理的消費者が念頭に置かれてい

たところ、むしろ個人の多様なニーズ（もちろん、それが真に個性的なものか、流行などに操作

されたものかは疑問であるが）を前提に、それぞれの人にカスタマイズされた消費の在り方、消

費財の開発が進み、ビッグデータの利活用は、この傾向を益々推し進めており、「個人の属性」

に合わせた「適合性原則」の持つ意味合いが、ますます重要性を高めている。なお、ターゲティ

ング広告などの現状からすれば、契約内容に広告を取り込む必要がある。その上で、完全履行を

請求し、債務不履行責任を問う可能性があるだけでなく、表示が契約締結にとって重要な動機で

あった場合には要素の錯誤を、表示が虚偽であることを事業者が認識し、かつ、それによって消

費者を欺罔しようとする故意のあるときは取消しを認める、不実表示を理由とした契約効力の

否定など、複数の手段が容易に可能となるよう、工夫をする余地があることは明らかである。消

費者契約法 4条は、そうした要件の客観化の工夫の一つではあるが、なお改善の余地があろう。

一般的にも、当事者間での「契約の解釈」においては、対面での具体的交渉で言明された事柄や

合意書面に記載されたもののみならず、それまでの接触からはじまる様々なやりとりや前提と

された事実(広告その他の言動を含む）が、最終的合意内容に反映され得ると考えるべきであっ

て、広告・交渉は契約法的に無色なものではあり得ない。あわせて、景品表示法の優良誤認・有

利誤認表示との調整が今後の課題である。メニュー偽装表示を機縁とする景品表示法の動き(課

徴金制度の導入)に民事責任が歩調を合わせることが考えられてよい。 

 （３）規制方法・態様 

制度的に見た場合、今日の「消費者法」は、消費者基本法を頂点に消費者安全法・消費者契約

法（商品の安全と契約の適正化）、そして消費者教育法等を中核に据えて構築されており、これ

に特定商取引法、割賦販売法・景品表示法などの特別法と、各種業法から成り立つ重層的に入り

組んだ法の複合体である。いうまでもなく、行政的措置のための要件と、民事的消費者紛争解決

の要件は性格が異なるため、一般法・特別法の関係に留意しながら、全体としてその役割分担と

制度間競合における矛盾が生じないように規範の調整が求められる（その意味では、昨今の消費

者契約法の特定商取引法化に注意すべきである）。さきごろの債権法改正による改正民法は、立

法担当者の説明とは裏腹に、明らかに契約自由を原則とする事業者法にシフトしているとの印

象を受けるものであるだけに、事業者・消費者の特性を前提としつつ、常に「生身の人間」の生

活活動を中心においた消費者法固有の法政策的配慮が今まで以上に重要になっている。 

消費者基本法のプログラム規定を始め、特定商取引法における「過量販売」や割賦販売法にお

ける「過剰与信」のような「適合性原則」を具体化したルールの存在も、背後にある考え方への

関心を高めた。具体的規律の策定の可能性として、事業者の行為規制となる規律、情報提供義務

が認められる場合の提供方法の具体化、適合性原則違反でのつけ込み型勧誘を取消事由とする

規定、適合性原則違反を理由とする損害賠償責任などの規定の定立が考えられる。今後、「つけ

込み型暴利行為」の重要な考慮要素として掲げることを始め、個々の条文の中に｢適合性原則」

の思想を落とし込むことも重要課題となろうが、せめて、消費者契約法冒頭の一般条項的に「本

法の適用に当たっては、消費者の年齢、知識、経験、財産の状況及び当該商品取引契約を締結し

ようとする目的等に配慮しなければならない」との一箇条を高く掲げることもまた、新時代に相

応しい規範策定態度と考えられる。 

市場での行動規範を維持するための手法には、強制的な刑事責任、広い射程を持ち得る行政責任、

現実的な民事責任によって裏打ちされた規制に対する不利益回避行動を期待するだけでなく、

共通の価値を掲げた、ソフトな規範も存在し、消費者法では、それらがモザイクのように組み合

わされていくほかない。 



（４）消費者教育・啓発 

 高齢消費者に対する啓発において地域の福祉団体との連携などが必要であることについては、

これまでも論じられてきた。消費者教育推進法によって消費者教育推進地域協議会の設置など

が制度化されてはいるが、なお課題が多い。消費者教育を学校教育や家庭教育に適切に組み込む

には、学校教育に限っても、時間枠の確保、指導者の能力を高めるための教員研修、各年代に応

じた教材開発等が求められ、事業者向けの消費者教育も推進されねばなるまい。 

「安全・安心」の獲得には、一定の努力が必要であり、持続可能な環境と社会に生きるための消

費行動をとるために、「自ら考える消費者となること」が求められている。一人一人の消費者は、

決して強い存在ではない。それだけに、生活の中での人々の「絆」と「見守りネットワーク」構

築への期待は大きい。 

（５）消費者･事業者のコミュニケーション 

 今後の消費者問題を考えるとき、それに携わる事業者との良好な意思疎通なしには、有効に機

能する消費者政策や法を作り上げていくことは困難となろう。対立的関係性を克服し、次のステ

ージに進むべきとき「消費者と事業者との双方向コミュニケーション」は一つの鍵となるように

思われる。 

 消費者志向経営を目指す事業者と専門的消費者団体等が目指すゴールは、ともに「安心・安全

で良質な市場」である。目標と理念を共有し、互いを知る努力を重ねて、相互の信頼関係を築く

ことが前進への第一歩に違いない。 

 消費者に支持される事業者こそが、市場で生き残ることができる。これは、ある種の市場哲学

の問題である。生産･流通・販売の一連の流れの中で、何が消費者にとって望まれているかを把

握することは、事業者の活動にとって最大の課題である。消費者もまた、事業活動に伴うコスト

やリスクの存在を、的確に理解した上で、最善の社会的選択を試みる事業者を応援することで共

存共栄が図られよう。そのためには、互いが互いを「知る」努力が必要である。 

 相互不信の対立構造からは何も生まれない。率直に、意見を述べ合うコミュニケーションの場

が、あまりにも少ない現状こそ反省されねばなるまい。消費者政策は、行政による規制以上に、

消費者と事業者の協力による自主的規律によって底辺を支えられる。 

 人間の活動は、すべて、他者との関わりなしには存立し得ない。相手の状況や意思・感情を理

解し、自分の進む方向を見定めることが重要であり、個の尊重や自己実現と利己主義は全く別の

ものである。消費者団体の活動は、とにかく「消費者を守れば良い」というものではなく、良き

事業者に、開かれたフォーラムのプラット・フォームを提供することにも大きな役割がある。こ

れは「相互監視」ではなく、背景事情についての相互理解と相互認識を深める中で、「相互信頼」

を破らないように行動しようという「市場倫理」の確立が求められる。 

 コミュニケーション的行為にとって必要なことについては、なお模索段階にある。さしあたり

のキー･ワードは、①共通課題・問題意識の「共有」、②「共通言語」を持つこと、③最初の鍵・

きっかけを大切にすること、④ほどほどの距離感(一体性を望まない）、⑤緊張感と、ある種の「心

地よさ」、といったところであろうか。このことは、障害者との「障害」という壁、被災者との

「被災」という壁を想像すれば容易に理解できる。一体化はできないにしても、相手を知ること

による相互理解と共感、気づきが、すべての出発点である。 

 消費者問題は日々変容するため、個々の問題に対する手立ての検討と連動しつつ、また、経済

社会のグローバル化に伴い、消費者法制にも平準化が要請されることも踏まえ、消費者法制全体

の方向性を模索し続ける必要がある。                                  
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